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調査の目的

• 我が国経済は、少子高齢化等に伴う内需の縮小を踏まえ、海外でのビジネス展開が急務であり、
とりわけ新興国を中心とした需要増が著しい世界のインフラ市場の確保が一層重要となっている。
こうした状況を踏まえ、政府は令和２年１２月、第４９回経協インフラ会議において「インフラシステム
海外展開戦略２０２５」を策定し、我が国企業が２０２５年に３４兆円・年のインフラシステムを
受注することを目標として設定した。

• 本業務は、近年の競合国等の台頭等といった我が国企業の海外展開を取り巻く社会情勢の変化を
踏まえ、我が国におけるインフラ分野の企業の強みを分析し、海外展開戦略を検討するため、事例の
収集・調査等を行うとともに、企業・有識者等へ必要な聴取等を行うものである。
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今回の事業者へのヒアリングでは、実証段階ではあるものの、CCUSや、
水素・アンモニアに対する日本企業のポテンシャルは確認された

• イニシャルコストの安い太陽光パネル導入に対抗するため、
対象国の気象環境 (洪水・高潮) に対応した太陽光発電
を提案

• 当該地域での太陽光発電事業の経験、低価格で実績の
あるEPC事業者との連携、太陽光パネルの性能面を訴求
し、案件を落札

• 工業団地内での屋根置き太陽光パネル導入を推進
• 価格・性能面で強みが訴求できる地熱事業を提案。 現地
エンジニアを日本に招聘し、自社技術の勉強会を実施する
ことで案件発注先との関係強化し案件を獲得

再エネ (PV、地熱) エネルギーマネジメント(EMS、蓄電池)

• 系統連系と新規発電容量の確保に向け、再エネを用いた
EMSシステムを提案

• 電圧制御最適化のためのシステムを提案
• 太陽光・風力・蓄電池供給のマネジメントシステムを提案
• 蓄電池・太陽光による再エネ設備・配電自動化のコント
ロールシステムを提案

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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今回の事業者へのヒアリングでは、実証段階ではあるものの、CCUSや、
水素・アンモニアに対する日本企業のポテンシャルは確認された

• 高品質なCCUS製品とJCMをベースとした提案で事業化を
検討中 

• エネルギー自給率を高めるため、水素と蓄電池のハイブリッ
ドシステムを提案

• 石炭からのトランジション技術ニーズを受け、石炭火力発電
所に対してアンモニア混焼事業を提案。別事業においては、
アンモニア輸送・貯蔵プロセスに関して提案

• 現地企業からアンモニア混焼等、脱炭素化に繋がる取組み
を期待され、案件に関与

CCUS水素・アンモニア

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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参考) エネルギー以外のセクターにおける日本企業の強みが訴求できうる分野は以下

Source: 令和４年度質の高いエネルギーインフラの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業、エキスパートへのヒアリングを基にBCG作成

モビリティ

信号・制御システム

機器・
設備輸出

EPC

O&M 車両改修

保線

高速鉄道用車両

耐震補強工事

非破壊点検

トンネル保守

ジオテキスタイル

橋梁の維持管理

ポンプ式浚渫

護岸工事

洪水・高潮対策

水道管の劣化予測

取水エンジニアリング鉄道土木工事
全般

河川監視

省エネ車両/車体 耐震補強材 航空管制機・
レーダー 気象レーダー

災害発生
シミュレータ

橋梁工事

早期警戒システム

上下水道
生活インフラ
(医療 等)鉄道 道路 空港 港湾
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今回ヒアリングした事業者でも、発電・送電事業におけるオペレーション、メンテナンス、人材
育成を訴求することで他国企業と差別化し、発注者から評価されていた

オペレーション最適化等のコンテンツ提供における強みを訴求。
競合企業の特定製品への効率化に対抗し、プラント全体の最適化・効率化
ができるシステムを提案

✓✓

現地に自社のエンジニアを派遣し、設備効率 (Availability) の向上を実現
また、現地エンジニアを自社の発電所に招へいし、LNGの取扱い・
オペレーション技術を伝授

✓

C社

系統のオペレーションノウハウとEMSシステムを活用した実証実績を元に、
再エネ×EMSのシステム導入とそのオペレーションを含めたパッケージで提案✓✓

G社

日本国内での設計・オペレーションのノウハウを活かし、LNGの調達～販売
までの供給モデルを構築

E社

✓

✓

再エネ関連
事業

操業運転時間等の実績を重視して評価・入札参加資格等が設定されており、
操業実績のある他国企業が有利だったが、長期的なサポート体制を提案し、
現地から評価

✓✓
A社連合石炭火力

関連事業

予測を用いてオペレーション・メンテナンスを最適化し、現地ステークホルダー
より高評価✓✓F社連合送電事業

高い技術と引き換えにコストの面での課題あったものの、オペレーションを
含めたビジネスモデルを提案したことで、現地関係者に評価✓D社

LNG関連
事業

モニタリングシステムの運用体制、キャパシティビルディングプログラム (人材
育成のための現地派遣) を提案したことで意思決定者に評価され、予算
規模が拡大

✓✓
H社その他

インフラ

訴求したO&Mのポイントと案件獲得への寄与訴求したO&Mの種類企業名
オペレーション 人材育成メンテナンス

エネルギー
ユーティ
リティ

B社

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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日本企業では現実的なトランジションの提案を得意とする企業が多数存在

LNGの活用

水素・アンモニア混焼等 F社 • 現地企業が所有・運営する発電所における低炭素燃料の混焼に関して事業化調査を開始
– ガスタービンで水素を混焼、技術・経済性から評価
– バイオマス混焼・専焼とアンモニア燃料化についても検証

A社 • 高効率技術を活用したLNGガスタービン火力発電所建設を提案

B社 • 日本企業と現地企業の人材交流を通じてLNG運用ノウハウを提供する等、LNG活用・
脱炭素化支援を実施

C社 • LNGローリーを活用してLNGの調達～販売までを行う供給モデルを構築

D社 • ガス供給を確保する新規ビジネスを提案

E社 • エネルギー高効率を実現するガスタービンを訴求。長期のオペレーションメンテナンス保証や
低価格な製品実現に向けた海外の安価な部品使用等、現地ニーズに応えた製品提案を実現

G社 • 現地企業所有の火力発電所を対象に、アンモニア・バイオマス燃料の混焼・専焼の具体的な
技術検討を開始

企業 概要

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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温暖化適応 (災害対策) への対応として、日本企業は提供インフラへの災害対応や災害
予知等防災インフラを訴求

D社 • 既存で導入されている製品よりも、高温多湿な
気候・地理条件に対応できる製品を、O&Mを
含めたパッケージで提案

E社連合 • 洪水対策ニーズのあった対象国で、洪水
シュミレータシステムを提案

A社 • 日本での災害対策ノウハウを転用し、LPG
備蓄基地近くに堤防の建設を検討

B社 • 工事における洪水影響や建築物建設に
よって増加する水量の排水管理等、洪水
への対応を含めたノウハウを活用し、
交通網マスタープランを策定

C社 • 対象国の気象環境 (洪水・高潮) に対応
できる設備で付加価値を訴求

インフラへの災害対応を訴求した事例 (Resilience) 災害を防ぐ・予知するインフラを提案した事例 (Monitoring)

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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F/S事業者へのヒアリングからも、発注者側のキーパーソン (購買意思決定者) を特定
しきれず、ライトパーソンへのアプローチが不足していた事例が見られた

事業化に
至らなかった要因

購買担当者から
意思決定者に
繋げる目論見だった
が、たどり着かなかっ
た

カウンターパートと
交渉した結果、防災
関連事業は別の局と
の連携が必須だと
判明
本事業ではキーパー
ソンの部局までたどり
着かず、予算確保に
苦慮

当該案件が政府の
案件リストから除外
され、検討がストップ

現地企業側の幹部
交代、政府の意向の
影響により案件の
公示が出ず、事業が
ストップ

発電所への機器
導入を行う意思
決定者に直接話を
聞きに行けておらず、
案件がストップ

分野 A社
(火力発電)

C社
(防災)

E社
(火力発電)

F社
(再エネ)

B社
(火力発電)

D社
(火力発電)

新技術導入に関す
るキーパーソンの特
定には至らなかった

最終的な意思決定者により計画自体が
変更・頓挫した事例ライトパーソンにたどり着かなかった事例

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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日本企業の中には、価格競争力を高めるため、日本企業のみのコンソに拘らず
欧米のメジャーや地元事業者と組んだグローバルな仕立てで案件獲得を実現した事例もある

日本企業は
インテグレータ機能のみで、
コアパーツ等は外国・
現地から調達していた
事例

日本企業が
インテグレータとして入り
パーツメーカを
現地調達していた事例

事業を推進した日本企業

E社

A 社連合

B社連合

C社連合

D社

事例詳細

低価格で実績のある他国EPC事業者、地場企業とコンソーシアムを組み、
価格を抑えた提案であることをアピール

コアとなるプラント製造とEPC事業においてはノウハウのある他国企業と
現地のビジネスノウハウが豊富な地場企業を巻き込み、低価格かつ高品質
な提案を実施

機器の性能に関わるコアパーツは日本で製造しつつ、性能に直接関係ない
パーツは韓国・インド製で補った

システムのコストを下げるため、コア部品は日本で製造し、その他は現地
ベンダーで製造する等分担

金額が高額にならないよう、コモディティの調達は現地で行う前提での金額
で提示

対象国のプラント建設においては、設計コストを抑えることが可能な現地
法人で設計を担当させたり、欧州法人が開発した製品の形式が違うものを
使って提案

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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企業に対しては、大規模なインフラ開発を行う現地インフラ事業会社への出資参画も有効

• 現地ユーティリティ企業に出資
– 経営陣（非常勤役員）やエンジニア
を現地に派遣しハンズオンで経営関与

• アジア域のエネルギー会社へ出資
• その後事業者がコンセッション事業として参画
する対象国のエネルギー事業SPCへ共同出資

• 現地電力会社との長期的な関係性構築
（人的交流を含む）

• 投資リターン

• エネルギー事業のインフラ整備事業の獲得
• エネルギー事業によるリターン

出資先・出資概要

出資の当初目的

出資参画後の
事業展開の結果

• 案件獲得には直接寄与しないが、
経営人材・エンジニアを派遣し同社の事業
価値向上に貢献

• 対象国のインフラ整備によりエネルギー事業を
準備中
– B社からの現地人員派遣を通じて技術・
営業支援

A社 B社

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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現地企業とSPCへの共同出資をして日本企業もリスクをとりつつ、
O&Mまで含め提案した案件獲得の事例は多い

出資先・
出資概要

出資の
当初目的

出資参画
後の事業
結果

• 地場の再エネ事業者が
マジョリティ出資

• A社はマイノリティ出資

• 再生可能エネルギー事業
開発への参画

• 当該国における事業を円滑
に実施

• 地場SPCがマジョリティ出資
• その他地場EPC事業者、
投資家、B社がマイノリティ
出資

• 上水供給事業への参画

• コンセッション事業に参画

• C社がマジョリティ出資
• その他地場企業等が出資

• 水関連プロジェクトへの参画

• 長期のオフテイク契約を
締結、商業運転を開始

• D社がマジョリティ出資
• 地場企業がマイノリティ出資

• 太陽光発電事業案件への
参画

• 太陽光発電所を建設
• 発電所の保守・運転、長期
のオフテイク契約を締結

C社 D社A社 B社

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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エグゼクティブサマリー
• インフラ海外展開戦略を考えるにあたり、グローバルサウス諸国の対象国におけるインフラニーズは
一様ではない。特にエネルギーやモビリティの分野では、脱炭素の流れを契機に「内需向け」と
「外需向け」の仕様が乖離しつつある。後者は、日本への輸出や日本企業の工業団地需要を
オフテイク契約でコミットするなど、インフラ供給＋インフラ需要確保を組み合わせた
「拡大パッケージ輸出」が求められ始めている

• 日本企業の強みが発揮できず、案件獲得に至らない例が少なくない。例えば、脱炭素に向けた
削減貢献性能、Value for Moneyや人材育成を含む高品質なO&M等の強みを有しているものの、
それが十分に可視化されていない。強みの顕在化・可視化のため、国際機関等も巻き込んだ
国際ルール・現地ルールの形成にも目を向ける必要がある

• こうした強みを成果に繋げるためには、周到な仕掛けが必要だが、実際には日本のビジョンや強みを
仕様書の評価基準に盛り込むことができず、結果的に案件を獲得できなかったケースが見られる。
仕様検討の段階では遅く、そこからさらに遡った上流での方針決定に関与するべく、現地インフラ事業
者への出資参画やオーナーコンサルとの連携を強化することが有効

• これらの対応強化を実現するため、日本政府としても、インフラ海外展開を専門的に支援する人材や
機能を内部に設置する等、日本企業を先導する立場をとることが望ましい
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日本のほか、欧州や北米の各国では、2030年の排出半減等、急速な脱炭素化目標を
掲げる例が多い

Source: 外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page1w_000121.html

日本

オーストラリア

カナダ

フランス・ドイツ・
イタリア・EU

韓国

英国

米国

表明済み

表明済み

表明済み

表明済み

表明済み

表明済み

表明済み

2050ネットゼロ
-46% (2013年度比)
(さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく)

-43% (2005年比)

-40 ～ -45% (2005年比)

-55%以上 (1990年比)

-40％ (2018年比)

-68％以上 (1990年比)

-50 ～ -52% (2005年比)

2030年目標国・地域
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参考) 今回の事業者へのヒアリングでは、実証段階ではあるものの、CCUSや、
水素・アンモニアに対する日本企業のポテンシャルは確認された

• イニシャルコストの安い太陽光パネル導入に対抗するため、
対象国の気象環境 (洪水・高潮) に対応した太陽光発電
を提案

• 当該地域での太陽光発電事業の経験、低価格で実績の
あるEPC事業者との連携、太陽光パネルの性能面を訴求
し、案件を落札

• 工業団地内での屋根置き太陽光パネル導入を推進
• 価格・性能面で強みが訴求できる地熱事業を提案。 現地
エンジニアを日本に招聘し、自社技術の勉強会を実施する
ことで案件発注先との関係強化し案件を獲得

再エネ (PV、地熱) エネルギーマネジメント(EMS、蓄電池)

• 系統連系と新規発電容量の確保に向け、再エネを用いた
EMSシステムを提案

• 電圧制御最適化のためのシステムを提案
• 太陽光・風力・蓄電池供給のマネジメントシステムを提案
• 蓄電池・太陽光による再エネ設備・配電自動化の
コントロールシステムを提案

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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参考) 今回の事業者へのヒアリングでは、実証段階ではあるものの、CCUSや、
水素・アンモニアに対する日本企業のポテンシャルは確認された

• 高品質なCCUS製品とJCMをベースとした提案で事業化を
検討中 

• エネルギー自給率を高めるため、水素と蓄電池の
ハイブリッドシステムを提案

• 石炭からのトランジション技術ニーズを受け、石炭火力発電
所に対してアンモニア混焼事業を提案。別事業においては、
アンモニア輸送・貯蔵プロセスに関して提案

• 現地企業からアンモニア混焼等、脱炭素化に繋がる取組み
を期待され、案件に関与

CCUS水素・アンモニア

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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参考) エネルギー以外のセクターにおける日本企業の強みが訴求できうる分野は以下

Source: 令和４年度質の高いエネルギーインフラの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業、エキスパートへのヒアリングを基にBCG作成

モビリティ

信号・制御システム

機器・
設備輸出

EPC

O&M 車両改修

保線

高速鉄道用車両

耐震補強工事

非破壊点検

トンネル保守

ジオテキスタイル

橋梁の維持管理

ポンプ式浚渫

護岸工事

洪水・高潮対策

水道管の劣化予測

取水エンジニアリング鉄道土木工事
全般

河川監視

省エネ車両/車体 耐震補強材 航空管制機・
レーダー 気象レーダー

災害発生
シミュレータ

橋梁工事

早期警戒システム

上下水道
生活インフラ
(医療 等)鉄道 道路 空港 港湾
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参考) 事業者へのヒアリングでも、日本企業の持つ強み・弱みをそれぞれ確認

圧倒的な強み 弱み強みになりうる弱み

• LNGの購買力を軸にした
開発ノウハウ 
(FSRU、パイプライン、基地 等)

• トランジション関連技術
(石炭の高効率化、アンモニア
混焼)

エネルギー
インフラ

他インフラ

共通

セクター
個別

• EPC、O&Mの組み合わせ・
パッケージでの提案

• 初期投資コストの高さ

• 意思決定スピードの遅さ
(意思決定者が常に現地に
いない)

• 契約後の想定外の変更への
対応力

• 太陽光・風力など再エネ関連
の機器展開におけるコスト競争

• 差別化の難しい機器展開に
おけるコスト競争

• 災害対策 (水害、地震) の
ノウハウを基にしたインフラの
設計提案

• 日本企業との過去の取引
関係/ブランド

• トータルコストで見た価格の
合理性メンテナンス、
人材・研修の質

• オペレーション最適化の
手段としてのデジタル技術の
活用

• 日本に類似した環境下 (高温
多雨・多湿) における製品
性能の高さ
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VfMとは「支払に対して最も価値の高いサービスを供給する」ことを指し、コスト以外の様々な
要素も踏まえて案件入札を評価すること

Source: Guidance on VfM FINAL.docx (worldbank.org)

VfMを達成するため、評価基準は以下のような要素を考慮する必要がある 

以下を含む調達の性質に適した方法論によるコスト評価
i. 調整後の入札／提案価格、又は
ii. 調整後の入札価格／提案価格に、正味現在原価 (ライフサイクルコスト) ベースで

 当該資産の耐用年数にわたるランニングコスト／リカレントコストを加算したもの

a) コスト 

物品、工事、非コンサルティング・サービス又はコンサルティング・サービスが、 要求事項を
どの程度満たしているか、又は上回っているかを判断する方法論を用いた品質の評価

b) 品質 

評価された関連リスクを軽減する基準c) リスク 

プロジェクトの目的を支援する経済的、環境的、社会的便益を考慮した基準d) 持続可能性

物品、工事、非コンサルティング・サービス、コンサルティング・サービスの設計及び／又は
提供における革新性を評価できる基準であり、入札者／提案者に、適切な場合には、
要求事項を超える解決策、又はより良いVfMを実現できる代替的な解決策を入札／
提案に含める機会を与える

e) 革新性
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今回ヒアリングした事業者でも、発電・送電事業におけるオペレーション、メンテナンス、人材
育成を訴求することで他国企業と差別化し、発注者から評価されていた

異常検知や燃料の配船計画最適化等のコンテンツ提供における強みを訴求。
競合企業の特定製品への効率化に対抗し、プラント全体の最適化・効率化ができる
システムを提案

✓✓

現地に自社のエンジニアを派遣し、設備効率 (Availability) の向上を実現
また、現地エンジニアを自社の発電所に招へいし、LNGの取扱い、オペレーション
技術を伝授

✓

C社

系統のオペレーションノウハウとEMSシステムを活用した実証実績を元に、再エネ
×EMSのシステム導入とそのオペレーションを含めたパッケージで提案✓✓

G社

日本国内での設計・オペレーションのノウハウを活かし、LNGの調達～販売までの
供給モデルを構築

E社

✓

✓

再エネ関連
事業

操業運転時間等の実績を重視して評価・入札参加資格等が設定されており、操業
実績のある他国企業が有利だったが、長期的なサポート体制を提案し、
現地から評価

✓✓
A社連合石炭火力

関連事業

予測を用いてオペレーション・メンテナンスを最適化し、現地ステークホルダーより
高評価✓✓F社連合送電事業

高い技術と引き換えにコストの面での課題あったものの、オペレーションを含めた
ビジネスモデルを提案したことで、現地関係者に評価✓D社

LNG関連
事業

モニタリングシステムの運用体制、キャパシティビルディングプログラム (人材育成の
ための現地派遣) を提案したことで意思決定者に評価され、予算規模が拡大✓✓

H社その他
インフラ

訴求したO&Mのポイントと案件獲得への寄与訴求したO&Mの種類企業名
オペレーション 人材育成メンテナンス

エネルギー
ユーティ
リティ

B社

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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温暖化適応 (災害対策) への対応として、日本企業は提供インフラへの災害対応や災害
予知等防災インフラを訴求

D社 • 既存で導入されている製品よりも、高温多湿な
気候・地理条件に対応できる製品を、O&Mを
含めたパッケージで提案

E社連合 • 洪水対策ニーズのあった対象国で、洪水
シュミレータシステムを提案

A社 • 日本での災害対策ノウハウを転用し、LPG
備蓄基地近くに堤防の建設を検討

B社 • 工事における洪水影響や建築物建設に
よって増加する水量の排水管理等、洪水
への対応を含めたノウハウを活用し、
交通網マスタープランを策定

C社 • 対象国の気象環境 (洪水・高潮) に対応
できる設備で付加価値を訴求

インフラへの災害対応を訴求した事例 (Resilience) 災害を防ぐ・予知するインフラを提案した事例 (Monitoring)

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成
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温暖化適応（自然災害対応）に関しては、日本政府としてもロス＆ダメージ支援
パッケージを打ち出し、関連インフラの輸出に向けた検討を進めているところ
日本政府の気候変動の悪影響に伴う損失及び損害 (ロス&ダメージ) 支援パッケージ

• 防災に係る能力の向上
• 水災害リスクの軽減に係る技術的な貢献
• 災害リスク保険
• 災害復旧スタンドバイ借款

• アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム (AP-PLAT)
• 地球観測データ・気候変動予測データの共有

• アジア太平洋適応ネットワーク (APAN)・世界適応ネットワーク (GAN)
• 世界気象機関 (WMO)
• 国際復興支援プラットフォーム (IRP)
• グローバル・シールド
• Quad (日米豪印) 気候情報サービスタスクフォース
• リスク情報に基づく早期行動パートナーシップ (REAP)
• アジア太平洋地球変動研究ネットワーク (APN)

• 気候変動リスク産官学連携ネットワークとAP-PLATの連携
• 防災技術の海外展開に向けた官民連絡会 (JIPAD)
• 適応グッドプラクティス事例集
• アジア太平洋地域における官民連携による早期警戒システム導入促進イニシアティブ

(1) 日本が提供する事前防災から
 災害支援・災害リスク保険
 までの総合的な支援

(2) ナレッジベースの知見共有等

(3) 国連や多国間枠組等への
 貢献

(4) 官民連携による気候関連
 サービスや技術の海外展開
 促進

Source: 環境省HP https://www.env.go.jp/content/000087003.pdf
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世銀のRated Criteria、OECDのBlue dot Networkなどの取り組みなどは、「質高インフラ」
と発想が類似する概念であり、これらの動きに呼応できないか

Source: Evaluating-Bids-and-Proposals-with-Rated-Criteria.pdf (worldbank.org), OECD and the Blue Dot Network - OECD

Rated criteria (抜粋)

• 安全管理と事故防止のための適切な計画を策定
• インフラのサイバーセキュリティリスク管理
• 社会的側面の特定とその配慮を行う行動規範が
存在

• 品質や持続可能性をはじめとする主要基準に着目

• 価格に見合った公正な価値の確保
• コスト管理の信頼性の高さ
• コストを管理・コントロールするための提案手法

• デリバリ/パフォーマンスのための作業方法論
• 入札書／提案書の全体的な革新性

• 包括的な環境・社会マネジメント戦略と実施計画を
策定

Blue dot network

労働と人権の尊重を含め、環境と社会
保護に向けた国際的なベストプラクティス

持続可能で包摂的な経済成長と開発の
促進
コストをプロジェクトにかかる資産全てで捉え、
コストに見合った価値を提供

全ての人の利用を促進したインフラサービス

女性、障がい者等のインクルージョンを推進

健全な公的財政管理、債務の透明性

透明性のある調達と協議プロセスを奨励し、
腐敗から保護

気候変動、災害等への対応、2050年
ネットゼロエミッションに向けたプロジェクト
構築

3

8

4

5

1

7

9

10

質高インフラ投資のG20原則

自然災害等のリスクに対する
強じん性
社会への配慮
(利用の開放性を含む)

持続可能な成長と開発への
インパクトの最大化
ライフサイクルコストから見た
経済性

インフラ・ガバナンスの強化
(調達の開放性・透明性、債務持続
可能性等)

環境への配慮

6

5

4

3

2

1

















69 Co
py

ri
gh

t 
©

 2
02

4 
by

 B
os

to
n 

Co
ns

ul
ti

ng
 G

ro
up

. 
Al

l 
ri

gh
ts

 r
es

er
ve

d.

企業に対しては、大規模なインフラ開発を行う現地インフラ事業会社への出資参画も有効

• 現地ユーティリティ企業に出資
– 経営陣（非常勤役員）やエンジニア
を現地に派遣しハンズオンで経営関与

• アジア域のエネルギー会社へ出資
• その後事業者がコンセッション事業として参画
する対象国のエネルギー事業SPCへ共同出資

• 現地電力会社との長期的な関係性構築
（人的交流を含む）

• 投資リターン

• エネルギー事業のインフラ整備事業の獲得
• エネルギー事業によるリターン

出資先・出資概要

出資の当初目的

出資参画後の
事業展開の結果

• 案件獲得には直接寄与しないが、
経営人材・エンジニアを派遣し同社の事業
価値向上に貢献

• 対象国のインフラ整備によりエネルギー事業を
準備中
– B社からの現地人員派遣を通じて技術・
営業支援

A社 B社

Source: F/S事業者へのヒアリング結果を基にBCG作成

作る 狙う
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現地の人材育成や技術支援に向け、AOTS(旧HIDA)の人材派遣・招聘プログラムの活用に
期待する事業者からの声も多い

政府の人材派遣プログラム活用に対する事業者の声案件獲得に向け、人材派遣・招聘プログラムを活用した事例

現地に専門家を送り、定期的に人材交流する等、包括的な
支援を政府が行ってほしい

案件獲得に向け、キャパシティビルディングプログラムを提案。
JICAがODA卒業国向けに実施していた研修に対象国の人材を
派遣することを想定していた

国営電力会社が発注する再エネ事業に参画し、EPC＋機器
輸出を提案
• HIDAを活用して現地エンジニアを日本に招聘し、自社技
術の勉強会を実施することで、案件発注先との関係強化・
強みの訴求に成功

対象国の工業団地において日本企業専用エリアの開発を提案
• モノづくりに強い現地人材を育成するため、AOTSを活用し
て人材育成に貢献することを検討






































































































